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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第53期

第１四半期連結
累計期間

第54期
第１四半期連結
累計期間

第53期

会計期間
自　2020年４月１日
至　2020年６月30日

自　2021年４月１日
至　2021年６月30日

自　2020年４月１日
至　2021年３月31日

売上高 （千円） 5,194,485 6,583,161 23,323,080

経常利益又は経常損失（△） （千円） △911,404 166,091 △1,592,260

親会社株主に帰属する四半期純利

益又は親会社株主に帰属する四半

期（当期）純損失（△）

（千円） △669,463 116,899 △2,254,851

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △737,734 116,409 △2,256,218

純資産額 （千円） 13,209,717 11,852,595 11,686,411

総資産額 （千円） 23,248,600 21,460,799 21,496,933

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）

（円） △49.85 8.71 △167.93

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 56.8 55.2 54.4

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を当第１四半期連結会計期間の

期首から適用しており、当第１四半期連結累計期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を

適用した後の指標等となっております。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態及び経営成績の状況

①経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間において当社グループは、以下のような施策を実行しました。

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(ａ) 日本部門

当第１四半期、国内部門の株式会社ダイオーズ ジャパンにおいては、依然として収まる様子が見えない新型

コロナウイルス感染再拡大の影響によって国内経済は依然として不安定な状況です。当社顧客においても、出勤

抑制、テレワークの促進を継続される企業、特に飲料サービスを提供している大都市圏にオフィスを構える大口

顧客での消費量が新型コロナウイルス問題前の消費状況までには、未だに戻っておりません。

一方この様な厳しい状況下でも、エッセンシャルサービスを主体とする企業や出勤が必須な業態の企業は少な

くなく、新規営業組織の拡充、強化を実行した事から、新規顧客の獲得は極めて順調に進捗し、件数ベース、金

額ベース、共に、期初計画を大きく上回る実績となりました。

また、新型コロナウイルスの問題が長引く中、多くの企業で社内の衛生環境に対する意識が高まっています。

当社が扱う環境衛生関連サービスや、スペシャルな技術提供を強みとする清掃サービスであるダイオーズカバー

オールへの引き合いは強く、依然として高いレベルでの成長をキープしております。

管理面においては、首都圏の飲料サービスを担当する拠点の統廃合、管理関連書類の全電子化、工場間におけ

る自社物流の導入、梱包資材の見直し、等々で合理化を促進させ、利益捻出に努めました。

その結果、当第１四半期の売上高は36億20百万円（前年同四半期比17.3％増）、営業利益は３億11百万円（前

年同四半期比320.3％増）となり、売上高、営業利益共に、コロナ禍以前の過去最高実績であった前々年同四半

期実績を超えて、過去最高実績を更新しました。

 

(ｂ) 米国部門

米国部門の連結子会社Daiohs U.S.A.,Inc.においては、以下のような施策を実行しました。

当第１四半期における米国経済は、新型コロナウイルス感染症により制限されていた企業活動や人々の移動を

伴う社会活動について、ワクチン接種の普及に伴い、多くの地域で規制緩和、また、一部の地域では完全撤廃さ

れ、オフィスコーヒーサービス（OCS）は従来型およびプレミアム型ともに緩やかに回復基調となっています。

また、事業別では、当社ビジネスの大半を占める従来型OCSは、コーヒーマシンや浄水器等の貸出しに伴うレ

ンタル売上もあり、相対的に安定した事業運営となっています。他方、新規事業であるプレミアム型OCSは当社

顧客の多くがオフィス勤務への移行が進んでいない米国都市部であることに加えて、レンタル売上の比率が低い

ことから依然として厳しい事業運営となっています。

そのような環境下、当社では引き続き経費の削減に加えて、いくつかの支店の統廃合により一層の経費の削減

を行いました。他方、2021年秋頃に学校の対面授業が再開することに伴い、オフィス勤務再開の方針を打ち出し

ている企業が多いため、その需要増に対応できるよう新規従業員の採用やレンタル機材の購入等を開始しまし

た。しかしながら、新型コロナウイルス感染症について、感染力が強いデルタ型の変異ウイルスが急速に広がっ

ており、新規感染者数も増加傾向にあることから、引き続きその動向には注視しています。

その結果、当第１四半期の売上高は29億60百万円（前年同四半期比40.6％増、ドルベースでは前年同四半期比

37.7％増）となりました。また、利益面では、上記の経費節減努力を越える売上減少の影響が大きく、営業損失

は１億７百万円（前年同四半期の営業損失は９億38百万円）となりました。

 

これらの結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は65億83百万円（前年同四半期比26.7％増）、売上総利益

は41億９百万円（前年同四半期比30.7％増）、営業利益は１億80百万円（前年同四半期の営業損失は８億88百万

円）、経常利益は１億66百万円（前年同四半期の経常損失は９億11百万円）、親会社株主に帰属する四半期純利

益は１億16百万円（前年同四半期の親会社株主に帰属する四半期純損失は６億69百万円）となりました。

なお、当第１四半期連結会計期間の期首より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年

３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）等を適用しております。詳細につきましては、「第４　経理の

状況　１四半期連結財務諸表　注記事項　（会計方針の変更）」をご確認ください。
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② 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における資産は、前連結会計年度末に比べて36百万円減少の214億60百万円となり

ました。これは主に「売掛金」が４億26百万円増加した一方で、「商品及び製品」が１億94百万円、「工具、器

具及び備品」が１億97百万円、「顧客関連資産」が１億11百万円減少したことによるものです。

負債は、前連結会計年度末に比べて２億２百万円減少の96億８百万円となりました。これは主に「短期借入

金」が４億30百万円増加した一方で、「長期借入金」が４億20百万円、「未払法人税等」が79百万円、「賞与引

当金」が59百万円減少したことによるものです。

純資産は、前連結会計年度末に比べて１億66百万円増加の118億52百万円となりました。これは主に「利益剰余

金」が１億66百万円増加したことによるものです。

 

(2) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(3) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重

要な変更はありません。

 

(4) 経営方針・経営戦略等

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更は

ありません。

 

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

(6) 主要な設備の状況

該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経理上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 38,640,000

計 38,640,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2021年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2021年８月16日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 13,439,142 13,439,142
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 13,439,142 13,439,142 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高
（千円）

　2021年４月１日～

　2021年６月30日
－ 13,439,142 － 1,051,135 － 1,119,484

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2021年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。
 
①【発行済株式】

    2021年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（相互保有株式）

－ 単元株式数100株
普通株式 30,700

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,405,900 134,059 同上

単元未満株式 普通株式 2,542 －
一単元（100株）

未満の株式

発行済株式総数  13,439,142 － －

総株主の議決権  － 134,059 －

　（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が700株（議決権７個）含

まれております。

　　　　２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式84株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2021年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（相互保有株式）

株式会社カバーオール

ジャパン

大阪府大阪市中央区

島之内一丁目13番28

号

30,700 － 30,700 0.23

計 － 30,700 － 30,700 0.23

　（注）上記のほか、単元未満株式数として自己株式84株を所有しています。

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において、取締役及び監査役の異動はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ダイオーズ(E04967)

四半期報告書

 6/19



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2021年４月１日から2021

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、三優監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,479,651 4,660,021

売掛金 2,606,096 3,032,668

リース投資資産 234,589 234,936

商品及び製品 1,703,302 1,508,368

仕掛品 4,435 4,078

原材料及び貯蔵品 184,078 189,317

その他 599,886 635,357

貸倒引当金 △25,849 △24,227

流動資産合計 9,786,192 10,240,519

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,347,534 1,309,330

機械装置及び運搬具（純額） 870,893 799,381

工具、器具及び備品（純額） 2,221,529 2,023,559

レンタル資産（純額） 1,694,340 1,634,318

リース資産（純額） 38,254 37,006

土地 975,173 975,158

建設仮勘定 75,646 72,380

有形固定資産合計 7,223,371 6,851,137

無形固定資産   

のれん 7,106 4,596

顧客関連資産 2,248,267 2,136,527

その他 150,890 154,474

無形固定資産合計 2,406,264 2,295,598

投資その他の資産   

投資有価証券 601,547 617,440

繰延税金資産 1,131,348 1,117,600

その他 367,600 357,894

投資損失引当金 △19,391 △19,391

投資その他の資産合計 2,081,105 2,073,544

固定資産合計 11,710,741 11,220,280

資産合計 21,496,933 21,460,799
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 513,827 533,548

短期借入金 ※ 1,465,343 ※ 1,896,176

１年内返済予定の長期借入金 1,666,406 1,664,450

未払法人税等 123,892 44,083

未払費用 464,357 513,570

賞与引当金 194,375 134,384

その他 1,224,486 1,107,512

流動負債合計 5,652,688 5,893,725

固定負債   

長期借入金 3,560,322 3,140,029

繰延税金負債 7,238 6,929

資産除去債務 39,674 35,266

その他 550,597 532,252

固定負債合計 4,157,833 3,714,478

負債合計 9,810,522 9,608,204

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,051,135 1,051,135

資本剰余金 1,129,434 1,129,434

利益剰余金 9,389,506 9,556,180

自己株式 △17,316 △17,316

株主資本合計 11,552,759 11,719,433

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 5,241 4,982

為替換算調整勘定 128,409 128,179

その他の包括利益累計額合計 133,651 133,161

純資産合計 11,686,411 11,852,595

負債純資産合計 21,496,933 21,460,799
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年６月30日)

売上高 5,194,485 6,583,161

売上原価 2,049,977 2,473,377

売上総利益 3,144,507 4,109,784

販売費及び一般管理費 4,032,567 3,929,157

営業利益又は営業損失（△） △888,060 180,626

営業外収益   

受取利息 144 38

受取配当金 493 410

為替差益 - 66

仕入割引 868 1,748

持分法による投資利益 4,148 9,857

債務勘定整理益 4,691 3,059

その他 3,090 2,056

営業外収益合計 13,436 17,236

営業外費用   

支払利息 36,713 31,771

為替差損 63 -

その他 3 -

営業外費用合計 36,780 31,771

経常利益又は経常損失（△） △911,404 166,091

特別利益   

固定資産売却益 2,757 3,336

特別利益合計 2,757 3,336

特別損失   

固定資産除却損 0 0

特別損失合計 0 0

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△908,646 169,428

法人税、住民税及び事業税 5,013 61,995

法人税等調整額 △244,196 △9,466

法人税等合計 △239,182 52,528

四半期純利益又は四半期純損失（△） △669,463 116,899

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
△669,463 116,899
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2020年４月１日
　至　2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2021年４月１日
　至　2021年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） △669,463 116,899

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 802 △259

為替換算調整勘定 △69,825 △5,314

持分法適用会社に対する持分相当額 752 5,083

その他の包括利益合計 △68,270 △489

四半期包括利益 △737,734 116,409

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △737,734 116,409

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１

四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果，利益剰余金の当期首残高は49百万円増加しております。

また，当第１四半期連結累計期間の売上高は16百万円，売上原価は13百万円それぞれ減少し，営業利益，経

常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ３百万円減少しております。

なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方

法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　

2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第１四半期連結累計期間に係る顧客との契約

から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計

基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基

準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これにより、四半期連結財務諸

表に与える影響はありません。

 

（追加情報）

（連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱いの適用）

当社及び国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（2020年法律第８号）において創設され

たグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目

については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務

対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第28号 2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産等の額について、改正前

の税法の規定に基づいております。

 

（新型コロナウイルス感染拡大に伴う会計上の見積りについて）

前連結会計年度の有価証券報告書の（重要な会計上の見積り）に記載した新型コロナウイルス感染症の影響

に関する仮定について重要な変更はありません。

しかしながら、新型コロナウイルス感染症拡大による影響は、不確定要素が多く、当四半期連結累計期間以

降の当社グループの財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※　当社及び連結子会社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約及び貸出コ

ミットメント契約を締結しております。これら契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
（2021年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2021年６月30日）

当座貸越極度額の総当座貸越極度額及び

貸出コミットメントの総額
10,881,950千円 10,876,100千円

借入実行残高 1,465,343 1,896,176

差引額 9,416,607 8,979,924

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。
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前第１四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日
至 2021年６月30日）

減価償却費 828,653千円 657,687千円

のれんの償却額 2,510 2,510

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年６月30日）

１．配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり配

当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2020年５月15日

取締役会
普通株式 268,782 20 2020年３月31日 2020年６月24日 利益剰余金

（注）１株当たり配当額20円には、特別配当３円、記念配当２円が含まれています。

 

　(2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　該当事項はありません。

 

２．株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

１．配当に関する事項

　　該当事項はありません。

 

２．株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2020年４月１日　至　2020年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）  

 報告セグメント 調整額

（注１）

四半期連結損益

計算書計上額

（注２） 日本 米国 計

売上高      

外部顧客への売上高 3,086,772 2,105,605 5,192,377 2,107 5,194,485

セグメント間の内部

売上高又は振替高
231 － 231 △231 －

計 3,087,004 2,105,605 5,192,609 1,876 5,194,485

セグメント利益又は

損失（△）
74,095 △938,903 △864,808 △23,252 △888,060

　（注）１　調整額の内容は以下のとおりであります。

　　　　　　売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　非連結子会社からの利息収入等 2,107

　連結消去 △231

　合計 1,876

 

　　　　　　セグメント利益又は損失（△）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　全社費用（注） △116,910

　連結消去 93,657

　合計 △23,252

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない本社の営業費用であります。

 

２　セグメント利益又は損失（△）の合計額は、四半期連結損益計算書の営業損失と一致しており

ます。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2021年４月１日　至　2021年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：千円）  

 報告セグメント 調整額

（注１）

四半期連結損益

計算書計上額

（注２） 日本 米国 計

売上高      

外部顧客への売上高 3,619,396 2,960,190 6,579,587 3,574 6,583,161

セグメント間の内部

売上高又は振替高
835 － 835 △835 －

計 3,620,231 2,960,190 6,580,422 2,739 6,583,161

セグメント利益又は

損失（△）
311,407 △107,785 203,621 △22,995 180,626

　（注）１　調整額の内容は以下のとおりであります。

　　　　　　売上高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　非連結子会社からの利息収入等 3,574

　連結消去 △835

　合計 2,739

 

　　　　　　セグメント利益又は損失（△）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　全社費用（注） △134,095

　連結消去 111,099

　合計 △22,995

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない本社の営業費用であります。

 

２　セグメント利益又は損失（△）の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しており

ます。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

 

３．報告セグメントの変更等に関する情報

会計方針の変更に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間の期首より収益認識会計基準等を適用し、

収益認識に関する会計処理の方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変

更しております。

これにより、日本部門において、従来の方法に比べて、当第１四半期連結累計期間における売上高が16

百万円、セグメント利益が３百万円減少しております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

当第１四半期連結累計期間（自 2021年４月１日 至 2021年６月30日）
 

    （単位：千円）

 報告セグメント その他

（注１）
合計

 日本 米国

 飲料サービス事業 1,910,599 2,276,588 1,910 4,189,098

 環境サービス事業 943,617 － － 943,617

 その他 － － 1,336 1,336

 顧客との契約から生じる収益 2,854,216 2,276,588 3,247 5,134,052

 その他の収益（注２） 765,179 683,602 327 1,449,109

 外部顧客への売上高 3,619,396 2,960,190 3,574 6,583,161

 
（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、非連結子会社からの

経営指導料及び利息収入等であります。

２．「その他の収益」は、主に顧客とのレンタル取引及び加盟店とのリース取引によるものであり

ます。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2020年４月１日
至　2020年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2021年４月１日
至　2021年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純

損失金額（△）
△49円85銭 ８円71銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株

主に帰属する四半期純損失金額（△）（千円）
△669,463 116,899

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益又は親会社株主に帰属する四半期純損失金額

（△）（千円）

△669,463 116,899

普通株式の期中平均株式数（千株） 13,428 13,423

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2021年８月16日

株式会社ダイオーズ

取締役会　御中

 

三優監査法人

東京事務所
 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 古藤　智弘　　　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 畑村　国明　　　　印

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 玉井　信彦　　　　印

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ダイ

オーズの2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2021年４月１日から

2021年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年６月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ダイオーズ及び連結子会社の2021年６月30日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が

全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査

人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社

から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎

となる証拠を入手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連

結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成すること

が適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公
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正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レ

ビュー報告書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期

連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明する

ことが求められている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の

事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重

要な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ

と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセー

フガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しています。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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